
円 円 円 円 円

△

△

 　 支      出

営 業 外 収 益

第 2項

6,756,098,000

円

12,740,647

12,740,647

(1) 収益的収入及び支出

補 正 予 算 額当 初 予 算 額

第1款 △8,023,725,000下水道事業 収益

5,742,715,000第 1項

 　 収      入

円

1,881,000

円

区 分

△

       予　　　        　　　　算

営 業 収 益

地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第 3 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

第1款 下水道事業 費用

区 分

　　　　　　　　　　予  　　　　　　　   　     　算

流 用 増 減 額

8,483,000

第 3項 8,000,000

686,006,000

11,736,000

3,253,000

2,281,010,000

地 方 公 営 企
業 法 第 24 条
第 3項の規定
による支出額

予 備 費

営 業 外 費 用

第 2項

営 業 費 用 6,062,092,000第 1項

補 正 予 算 額

令和４(2022)年度函館市公共

当  初  予  算  額 

予備費

支出額

1,881,000
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△
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12,740,647

12,740,647

(1) 収益的収入及び支出
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第1款 △8,023,725,000下水道事業 収益
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第1款 下水道事業 費用

区 分

　　　　　　　　　　予  　　　　　　　   　     　算

流 用 増 減 額

8,483,000

第 3項 8,000,000

686,006,000

11,736,000

3,253,000

2,281,010,000

地 方 公 営 企
業 法 第 24 条
第 3項の規定
による支出額

予 備 費

営 業 外 費 用

第 2項

営 業 費 用 6,062,092,000第 1項

補 正 予 算 額

令和４(2022)年度函館市公共

当  初  予  算  額 

予備費

支出額

1,881,000

円

円

円

円 円 円 円 円 円

円

円

円

地 方 公 営 企
業 法 第 26
条 第 2 項 の
規 定 に よ る
繰 越 額

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減

円
 うち, 仮受消費税及び地方消費税

412,272,59920,058,9528,041,902,952

182,665,738

410,700,645

円

△

1,571,954

不 用 額

額

合   　　計
決　　算　　額

6,764,581,000

円

23,646,035

8,021,844,000

2,324,714,9872,281,010,000

5,717,187,965

小 計

6,764,581,000

6,061,087,353

695,493,647

決 算 額

　　　　       額

8,000,000

695,493,647

6,694,196,680

地方公営
企業法第
26 条 第
2 項 の 規
定による
繰 越 額

70,384,320 

62,384,320 

8,000,000 

5,998,703,033

8,000,000

6,061,087,353

695,493,647

182,574,960

 うち,仮払消費税及び地方消費税

90,7780 

合 計

下水道事業決算報告書

5,740,834,000

43,704,987

備　　　　　考

備　　　考
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円 円

円 円 円 円 円

576,723,000

長期貸付金返還金

地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

1,770,000

区 分

第 6項

小　　　計補 正 予 算 額

8,347,000

683,084,000 130,915,000第 2項

第 4項

国 庫 補 助 金

受 益 者 負 担 金

866,785,000

建 設 改 良 費 576,723,000

企 業 債 償 還 金

248,644,000

6,664,204,000

　　　　　　　　　　　予  　　　   　     　算

286,884,000

流 用

増減額
当 初 予 算 額

3,788,000

576,515,000246,030,000

51,536,000

　　       予　　　        　　　　算

(2) 資本的収入及び支出

 　 収      入

区 分

△ 2,370,500,000

  円

補 正 予 算 額
地方公営企業法第26条の
規定による繰越額に係る
財 源 充 当 額

  円

396,200,000

2,410,900,000

小　 　　計当 初 予 算 額

445,600,000第 1項

第1款

40,400,000

3,739,326,000

工 事 補 償 金

第 3項

他 会 計 負 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

第 5項 △

8,347,000

53,306,000

4,253,561,0004,253,561,000

2,399,003,000

6,415,560,000 248,644,000

2,150,359,000

11,640,000第 3項 長 期 貸 付 金 11,640,000

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,695,521,155円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

3,788,000

第 2項

 　 支      出

資 本 的 支 出

第 1項

第1款

1,316,000 868,101,000

3,985,356,000

－6－



円 円

円 円 円 円 円

576,723,000
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財 源 充 当 額

  円

396,200,000

2,410,900,000

小　 　　計当 初 予 算 額

445,600,000第 1項

第1款

40,400,000

3,739,326,000

工 事 補 償 金

第 3項

他 会 計 負 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

第 5項 △

8,347,000

53,306,000

4,253,561,0004,253,561,000

2,399,003,000

6,415,560,000 248,644,000

2,150,359,000

11,640,000第 3項 長 期 貸 付 金 11,640,000

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額2,695,521,155円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

3,788,000

第 2項

 　 支      出

資 本 的 支 出

第 1項

第1款

1,316,000 868,101,000

3,985,356,000 △

△

△

△

△

△

 額

円 円 円 円 円 円

円

円

6,420,139,890

863,735,108

円

7,240,927,000

18,218,214

6,584,876

33,317,786

地 方 公 営 企
業 法 第 26
条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額

797,466,000

51,536,000

備　   考継 続 費
逓 次
繰 越 額

4,253,560,141

188,638,984

188,638,984

決　算　額

 うち,仮払消費税及び地方消費税

6,308,000 5,332,000

797,466,000 17,988,251

115,644,046円，当年度分損益勘定留保資金1,329,512,452円及び繰越利益剰余金処分額1,250,364,657円で補てんした。

23,321,110797,466,000

11,640,000

2,975,726,000

4,253,561,000

不 用 額

2,160,271,749

868,101,000

合　　　計 合   計

797,466,000

3,788,000

8,347,000

円

　　　　額

決　 算 　額
合　　　　計

継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

円

継続費
逓 次
繰越額

859

翌　年　度　繰　越　額

2,816,100,000

4,561,871,000

813,999,000

備　　　　　考

円

当年度予算額のうち，企業
債493,300,000円, 国庫補助
金275,522,000円および工事
補償金23,063,000円は，翌
年度繰越額に係る財源とし
て繰越。

3,724,618,735

538,349,988

4,430,549

円

2,293,300,000

1,762,124

予算額に比べ

決算額の増減

522,800,000

837,252,265

275,649,012

642,549

4,365,892
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